

























































































































































































































































































































































































































































18 土壌汚染対策研究会『土壌汚染対策法と企業の対応 Ｑ＆Ａ129』 (2010, （社）産業環境管
理協会 )ｐ56
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の義務は、強制力を伴わないとしても、法律上客観的に定められるものである
といえ、いくばくかの矛盾も内包している。
このように設置者（＝土地所有者）自身に義務の負担感がない段階では、そ
の義務を課した①「直接国民の権利義務を形成する権力性」に対する②「国民
の権利利益のより実効的な救済」手段を準備する必要もないとも言えそうであ
る。しかしながら、土壌汚染対策の趣旨に則り近隣住民の健康の保護のため
に、早期に土壌汚染の状況調査をしてその対策に移行することの必要性を考え
れば、行政サービスの拡大にはなるが、設置者（＝土地所有者）が施設を廃止
したときに調査報告義務を通知（観念の通知）することが望ましいと考える。
⑺　小括
本件原告（被上告人）Ｘは、事業者ではない土地所有者であるX自身に、調
査報告義務を課すことの不合理さを争うために、取消訴訟という手段をとった
ものである。結果として、本件訴えにおいては、Ｘが企図するところには未だ
途中であるが、本件通知の①「直接国民の権利義務を形成する権力性」が②国
民の「実効的な権利救済」の必要性も相まって認められ、その処分性が拡大（拡
張）され、取消訴訟への道が開けたと言える。
こうした処分性の早期確定化の判決には大きくは以下の二点の課題が残る。
一点目は、本件訴えの内容には取消訴訟が適当であったのかどうかである。こ
れに関しては次章で検討したい。二点目は、本件通知に処分性を認めて、結果
として命令発令に先んじる義務付けにも処分性を認めることとなったことの影
響 
19
である。これについても、次章において、特に近隣住民が行政に対してより
早期に所有者等への義務付けを、確定させることができるように法的手段をと
りうるのではないかという観点から、さらに検討を進めたい。
19 本件通知については、弁明の機会の付与（行手法13条１項２号）、理由の呈示（同14条）
とともに、不服申立ての教示（行政不服審査法57条）をする必要があることとなり、実
務上従来からの大きな変更を迫るものである。
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３．本件通知に処分性を認めたうえで、名宛人と近隣住民が取りうる法
的手段の検討
⑴　名宛人が本件通知を受けた場合
前章で検討した判例をうけて、土対法３条２項の本件通知には処分性が認め
られることとなる。さすれば、それに伴っての手続上の変更と、救済範囲の拡
大のためのより多様な訴訟の展開への期待がある。本件のように、ある土地の
所有者が、都道府県知事等から当該土地について本件通知（土対法３条２項）
をうけた場合に、当該土地所有者が取りうる手段としては、本判決が本件通知
の処分性を認めたことにより、事前の手続として①行政手続上の弁明の機会の
付与が必要となる。事後手段としては、②行政不服審査法上の異議申立て、③
行訴訟上の取消訴訟、④差止訴訟 
20
、⑤確認訴訟（実質的当事者訴訟） 
21
が考えら
れるため、それらの選択について以下に検討する。
①弁明の機会の付与
本件通知の名宛人に、処分内容および理由を知らせ、その意見の陳述の機会
を与えることにより、処分の適法性、妥当性を担保し、公権力による不当な侵
害から国民の権利・利益を保護する必要がある。よって、行手法13条１項２号
の適用により、弁明の機会の付与が原則として行われ、都道府県知事等が相当
と認める場合のみ行手法同項１号二により聴聞が行われる。
②異議申立て
　調査報告命令の名宛人たる土地所有者が、行われた当該調査報告命令に対し
て不服がある場合、都道府県知事に対して異議申立てを行うことができる(行
20 平成16年（2004年）の行訴法改正にて導入された。
21 なお、調査報告義務の不存在確認訴訟を提起することも可能ではないかと思われる。し
かしながら、処分には「取消訴訟以外では裁判所といえども処分の効力を否定できない」
（塩野宏『行政法Ⅰ（第５版）』（2009, 有斐閣）p145）という効果が認められる。よって、
調査報告義務の不存在確認訴訟提起は妥当ではないと考える。同様の指摘は深津功二『土
壌汚染の法務』（2011，民事法研究会）pp.119-120にある。
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政不服審査法（以下、｢行審法｣という。）６条）。異議申立ての対象は、(ア)
処分を行った行政庁（処分庁）または不作為の（行審法２条２項）に係る行政
庁（不作為庁）に対する不服申立てとして異議申立て、(イ)処分庁または不作
為庁以外の行政庁に対する不服申立てとして審査請求がある。土対法における
処分を行う都道府県知事等についてはその上位に行政庁がないため、このよう
な処分については異議申立てが行われることとなる（行審法６条１項）。
③取消訴訟
　取消訴訟の対象となるためには「行政庁の処分その他公権力の行使にあたる
行為（行訴法３条２項）」または「不服申立てに対する行政庁の裁決、決定そ
の他の行為（行訴法３条３項）」であることが必要である。本件通知は、本判
例を踏まえれば「行政庁の処分」にあたり取消訴訟の対象となりえる。
④差止訴訟
行政庁がその処分をしてはならない旨を命ずることを求める差止訴訟（行訴
法３条７項）を提起することが考えられる。差止訴訟は、（ア）行政庁が一定
の処分をすべきではないのにこれがされようとしている場合において（行訴法
３条７項）、（イ）一定の処分がなされることにより重大な損害が生ずるおそれ
がある場合、（ウ）その損害を避けるために他の適当な手段がない場合（補充性）
に、（エ）行政庁が一定の処分をしてはならない旨を命ずることを求めるにつ
き法律上の利益がある者に限り、提起することが可能である 
22
（行訴訟37条の４
第１項～３項)。以下にこれらの要件について順に検討する。
（ア）の｢処分がされようとしている｣という要件については、例えば弁明の
機会の付与が該当する。次に（イ）の「一定の処分がなされることにより重
大な損害が生ずるおそれがある場合」については、本件においては調査報告義
務を課す処分が問題となっており、汚染状況が明らかになったうえで要措置区
域に指定されるというものではないため、土地の価格に大きな変動影響はない
22 宇賀克也『改正行政事件訴訟法　補訂版』(2006，青林書院）pp.157-159
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と考えられる（詳しくは（ウ）に検討）。まして、名宛人は、土対法３条３項
の命令が発せられるまで放置しておいても、具体的な経済的負担は何ら発生せ
ず、実質的な損害は発生しないといえる。よって（イ）の要件は満たし得な
いとい考える。続いて、（ウ）の「その損害を避けるために他の適当な手段が
ない場合」についても、当該要件を十分には満たし得ないと考える。というの
も、本件通知は、調査報告を義務付ける段階であり、土対法第３条１項の要件
に当てはまる全ての土地に適用されるものである。そのため、当該土地の汚染
状況については、土対法第６条２項のようにいったん当該土地が特定有害物質
によって汚染されていることが公示された土地とは異なり、明確な地価下落や
スティグマが発生しているわけではない。なおかつ、調査義務を課されたのみ
では、土地への評価・信用毀損への影響もなく、むしろ信用が増す場合もあろ
うと思われ、（ウ）の要件は満たし得ない。最後に、（エ）「行政庁が一定の処
分をしてはならない旨を命ずることを求めるにつき法律上の利益がある者」に
ついては、名宛人は当該法律上の利益がある者に該当するといえる。以上を踏
まえると、名宛人は、差止訴訟を選択する余地はないと考える 
23
。
⑤確認訴訟（実質的当事者訴訟）
　処分か処分でないかが明らかでない場合には、取消訴訟という手段もあり得
るが、併せて確認訴訟（行訴法４条）提起の道も開かれている。この訴訟類型
は、必ずしも「行政庁による公権力の行使」と解釈できない行政の行為であっ
ても、「公法上の法律関係」における紛争が生じ、司法審査を及ぼすに足りる
紛争の成熟性が認められる場合（確認の利益が認められる場合）であれば、実
質的当事者訴訟を受け皿として活用できることが特徴的である。そのため２の
判例により、本件通知の処分性が認められなかった段階でも選択しえた訴訟類
型であり、むしろ行政処分性の有無のみを争ってその範囲を広げていくより
も、本件における調査義務不存在確認を争う方が適していると思われる。
23 本稿では、土対法３条３項の命令発令に先んじての同法３条１項の通知の差止を検討し
た。しかしながら、通知を受けて後の命令の差止訴訟が現実的には多用されると推測する。
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⑵　通知が発出されない場合に、近隣住民が取りうる法的手段
土対法３条１項の「次項の規定により都道府県知事から通知を受けたもの」に
対して調査報告を課すための要件の一つが通知であるとすれば、まずもって近隣
住民が都道府県知事等に求めるべきは名宛人への通知である。ここで、通知には
処分性が認められるという前章で検討した判例をふまえると、①通知の義務付け
訴訟が可能となる。また、周辺の環境に与える影響の甚大さによっては「確認の
利益」が認められるであろうから、通知の処分性の有無の如何にかかわらず、②
通知を出す義務の確認訴訟が提起できる。以下にこれらを順に検討する。
①通知の義務付け訴訟
　都道府県知事が通知の発出をすべき旨を裁判所が命ずることを求める義務付
け訴訟（行訴法第３条６項１号 
24
）を提起することが考えられる。
　義務付け訴訟は、（ア）「処分がなされないことによる重大な損害が生ずるお
それがある」と言え、なおかつ、（イ）「その損害を避けるために他に方法がな
いこと」（補充性、行訴法第37条の２第１項）、及び（ウ）「行政庁が一定の処
分をすべき旨を命ずることを求めるにつき原告が法律上の利益を有すること」
（同条３項）がその訴訟要件になる。これらの要件を以下に順に検討する。
（ア）「処分がなされないことによる重大な損害が生ずるおそれがある」につ
いては、汚染土壌に暴露される危険性を帯びた周辺住民には、処分がなされず
調査報告を経ない事態となれば、重大な損害が生ずるおそれがあるといえる。
確かに、調査報告を経て、何らの汚染も確認できなかった場合も含まれるため、
そうした場合にも「重大な損害が生ずるおそれ」までも認定できるかが問題と
なる。しかしながら、行訴法は重大な損害を生ずるか否かの判断には、「損害
の回復の困難の程度を考慮するものとし、損害の性質及び並びに処分の内容及
び性質をも勘案する」（行訴法37条の２第２項）と規定する。そもそも土対法
３条の調査報告義務は、有害物質使用特定施設であった敷地が対象となってお
24 平成16年（2004年）の行訴法改正にて導入された。
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り、ここで指定される有害物質による土壌汚染によって生ずる損害の性質は、
人の健康被害およびそのおそれという個人の人権にとって本質的なものでもあ
る。それを回避するためには、調査報告義務が課せられる処分によって初めて、
土壌汚染の状況を把握することができ、適切な汚染の除去等の措置を取りうる
ことがえきるのであるから、処分がなされないことによって「重大な損害が生
ずるおそれ」があるといえる。
次に、（イ）「その損害を避けるために他に方法がないこと」については、ま
ずもって近隣住民が都道府県知事等に求めるべきは調査報告の義務付けのため
の通知であり、法令上他にとりうる手段もないことから、法令上の要件を満た
すといえる。
最後に（ウ）「行政庁が一定の処分をすべき旨を命ずることを求めるにつき
原告が法律上の利益を有すること」について検討する。そもそも土対法は、特
定有害物質による汚染の状況把握と措置及びその汚染による「人の健康に係る
被害の防止（土対法１条）」を図ることで、土壌汚染対策を実施し、もって国
民の健康を保護することを目的としている。さらに、調査報告の対象となる特
定施設で使用している特定有害物質は、それが土壌に含まれることに起因して
「人の健康に係る被害を生ずるおそれ（土対法２条）」を懸念している。それゆ
え、人の生命及び健康を守ることを目的とするいわば警察規制目的の法であ
り、その範囲は、第一義的には特定有害物質による汚染の暴露が影響を及ぼし
うる近隣住民の健康を法的利益としていると考えうる。すなわち、土対法３条
及び４条は、いわゆる有害物質使用特定施設の使用の廃止後と、土壌汚染によ
り健康被害が生ずるおそれがあると認めたときに、調査報告を行ったうえで対
策することを規定している。ゆえに、一般的な国民の利益ではなく、ある特定
の地域の住民の利益を第一義的な保護法益としている法であるということがい
える。そのため、「法律上の利益」は、土壌対策汚染がとられない場合に、当
該土壌汚染に対する暴露の可能性がある住民に認められるといえる。
ここで、近隣住民への暴露の程度と可能性を検討するに、例として、福岡地
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判平成20年２月25日（判時2122号50頁） 
25
は行訴法37条の２第４項における「法
律上の利益」の検討には、行訴法９条２項の規定を準用しているとする。それ
ゆえ、「当該処分の根拠となる法令の規定の文言のみによることなく、当該法
令の趣旨及び目的並びに当該処分において考慮されるべき利益の内容及び性質
を考慮するもの」かつ「当該法令と目的を共通にする関係法令があるときはそ
の趣旨及び目的をもしんしゃくするもの」とし、「当該利益の内容及び性質を
考慮するに当たっては、行政庁が当該処分をすべきであることが当該処分の根
拠となる法令の規定から明らかであると認められ又は行政庁が当該処分をしな
いことがその裁量権の範囲を超え若しくはその濫用となると認められるにもか
かわらず、当該処分がされない場合に害されることとなる利益の内容及び性質
並びにこれが害される態様及び程度をも勘案すべきこととなる」と判示する。
いわば、廃棄物の処理及び清掃に関する法律の趣旨と目的を勘案しながら、原
告適格がどういうときに認められるかの基準を行訴法９条２項に求め、判断を
下しているのである。
これを土対法にあてはめ検討すると、その趣旨および目的が、特定有害物質
を摂取することによる人の健康に係る被害の防止に関する措置などを通じて、
特定有害物質の暴露が懸念される近隣住民の健康を保護することを目的とする
ものであり、侵害される利益は健康という重大な保護法益であるといえる。こ
れを守るためには、（イ）のとおり調査報告の義務付けのための通知こそが求
められているのであるから、土壌汚染による一定程度の暴露の可能性のある近
隣住民には土対法で保護された利益としての「法律上の利益」が認められると
解釈できる。なお、義務付け訴訟制度が設けられる以前の下級審裁判例には、
25 産業廃棄物の埋立処分に関する法及びその関連法令の規定の趣旨及び目的、保護法益の
内容及び性質を考慮して、「健康又は生活環境に係る著しい被害を受けないという利益を
個々人の個別的利益としても保護すべきものとする趣旨を含むと解するのが相当である」
とし、本件処分場から288メートルと275メートルの地点に住む原告について、原告適格
を認め、他方、井戸水を飲料水及び生活水として利用している原告には、健康又は生活
環境に係る著しい被害を直接的に受けるおそれがあるとまでは認められず、原告適格を
有しない」と判示している。
― 96 ―
九州国際大学法学論集　第19巻　合併号（2012年）
「少なくとも、当該土地の附近に居住しており、当該土地の土壌に含まれる特
定有害物質による汚染により、健康に重大な被害を受ける蓋然性がある場合に
初めて、その者に、原告適格が認められる余地があるというべきである 
26
」とし
た判決もある。
②通知義務の確認訴訟
　近隣住民にとっては、「確認の利益」は認められため、本件通知を発行する
義務の存在確認訴訟（行訴法第４条）が提起できると考えられる。なお、この
訴訟類型は、通知に処分性を認められなくとも提起できる。
ここで、「確認の利益」と判断方法については北村喜宣教授（上智大学） 
27
の記
述が参考になる。（ア）判断方法については、紛争の成熟度（即時解決の必要
があるか）、（イ）補充性を満たすか、（ウ）確認対象は適切か、をあげ、加え
て訴えが適法とされるには、原告と被告の間に「何らかの公法上の法律関係」
があり、その関係の中において原告に何らかの法的不利益の発生が予想され、
ほかの訴訟類型によっては効果的に救済されないことが必要であると述べてい
る 
28
。
⑶　小括
そもそも本件通知の名宛人が、本件通知によって課せられた調査報告義務に
対しての救済を求めるには、⑴の分析を踏まえれば、処分の名宛人は取消訴訟
26 汚染土壌除去命令等請求事件（名古屋地判平成16年８月30日判治270号75頁：原告の居住
地が土壌汚染のある土地より約４キロメートル離れており、重大な損害を受ける概念性
がなく、「法律上の利益を有する者」と認められないため、訴えは不適法却下された事案。）
27 北村喜宣『環境法』（2011，弘文堂）pp.232-235
28 実質的当事者訴訟は、地裁判決ではそれを認めたものがあったものの（東京地判決昭和
36年８月24日・判例タイムズ122号79頁）、最高裁昭和41年（行ツ）第35号同47年11月30日
第一小法廷判決（民集26巻９号1746頁）を引用し、法律上の利益を有さず不適法とされ
てきたが、2004年の行訴法改正によって、第４条に明記されており、今後の活用の広がり
が期待される。なお、住民が自治体に対して義務の存在確認を提訴した事案として、有
料指定収集袋を使用しない家庭ごみの排出について、これを収集する義務が市にあるこ
との確認を求める訴訟を適法とした裁判例がある（横浜地判平成21年10月14日・判治388
号46頁）。
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もしくは確認訴訟が提起可能であった。本件訴えは取消訴訟であったが、通知
の処分性が確認されていない段階では、取消訴訟（行訴法３条２項）と確認訴
訟（行訴法４条）との併合が適当であったと考えられる。
次に、⑵通知が発出されない場合に、健康被害を懸念する近隣住民が取りう
る法的手段については、土壌汚染に対する一定程度の暴露の可能性のある近隣
住民には、本件通知の行政処分性を踏まえての通知の義務付け訴訟（行訴法３
条６項１号）、さらには、通知発行義務の確認訴訟（行訴法４条）が可能となる。
おわりに
本稿は二部構成になっている。前半では、何らかの作為義務を課す前提とし
て、相手方を特定して通知を発出することが規定されている場合に、義務付け
の要件を成す通知に処分性が認められることとなった事案、すなわち処分性の
早期確定化といえる事案の判例検討を行い、こうした取消訴訟が国民の「実効
的な権利救済」手段の確保とその内容が処分性の有無の検討にいかなる影響を
与えうるかにも言及した。後半ではこうした法解釈がなされていく場合に、通
知の名宛人と近隣住民のそれぞれが取りうる法的手段を検討することで、土地
の所有者等と近隣住民の双方によるより適法な権力性の統制を目指すための試
論を行った。とりわけ近隣住民のとりうる法的手段を検討することで、環境に
配慮した行政決定を志向するために、2004年の行訴法改正の成果をもって裁
判所を活用する手段も検討した。
判例のように、通知の処分性が認められ、調査報告義務が早期に確定される
ということを一つの手掛かりとすれば、こうした流れは環境保全政策上望まし
いことといえる。しかしながら、法の趣旨と目的を正しく踏まえ、土地の所有
者等と近隣住民という当事者双方の実効性のある権利救済手段を確保も、併せ
て必要なプロセスでもある。
こうした権利救済手段を確保する視点から言えば、土地の所有者等と近隣住
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民からはそれぞれ次のことがいえるのではないだろうか。まず所有者等にとっ
ては、早期に調査報告義務の有無が確定することは「実効的な権利救済」に資
するといえ、通知の処分性を認めることには一定の意義がある。次に、近隣住
民にとっては、通知の処分性の有無はむしろ問題ではなく、近隣の気になる土
地について何らかの対策がとられているかどうかが確認できることが重要とな
るであろう。その点では、本稿後半における近隣住民が取りうる法的手段の検
討は、あくまでも理論的なものであるということを断っておかねばならない。
というのも、現実的には自治体が通知の発出をしないということは懈怠してい
る場合が多く想定されるのであり、とすれば、自治体にとっても、通知の発出
を拒む理由はないからである。そのため、近隣住民の権利利益の実効的な救済
を早期にはかるには、通知の発出を促すことが可能となるような自治体と近隣
住民との距離を近く保てるより簡易な手続を確充することが有益といえよう。
